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研究成果の概要（和文）：　契約は、両当事者の行為に基づいて設定される規範であるが、ある行為が「契約」である
と認定されるためには、裁判官等の第三者による判断作用が介在しなければならない。こうした理解を踏まえて、本研
究は、契約締結過程の法的規律に着目し、かつ、フランス法との比較に基づいて、契約の存否・内容が裁判官の積極的
な関与のもとに確定される諸局面を考察した。これによって得られた知見に照らして、本研究は、わが国において「意
思表示の解釈」として論じられてきた法的規律に対して、契約締結過程の手続的適正性を保障するための法理としての
位置づけを与えるという理解の成立可能性を検証した。

研究成果の概要（英文）：The formation of the contract often requires the intervention of a third party, wh
o is the judge, in order to find and declare if there is an agreement. The purpose of our research was to 
elucidate such judicial character that theories of contract law arise. Based on the approach of Franco-Jap
anese comparative law, we conducted the bibliographic survey and made some academic exchanges. The knowled
ge acquired from this research allows us to make an analysis on the mechanism of the interpretation and co
nstruction of contract in Japanese law: it could be considered as one of the contractual theories that ser
ve to re-establish procedural fairness between partners in the pre-contractual phase, which would be reali
zed by the intervention of judges. Some of the results of the research has already been published in Franc
e and Japan, and the main part will be published in our monograph.
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１．研究開始当初の背景 

 契約の存否・内容の確定を論じる際には

様々なアプローチが可能であるが、あり得べ

き視軸の一つとして、当事者間の法的規律に

着目するか、当事者と裁判官（等の判断者）

との間の法的規律に着目するかという観点

の相違に即した分析方法を指摘することが

できる。当事者間における自律的な法形成の

手段である契約は、基本的には上記第一の方

法によって考察されるべきものであろう。し

かし、従前の研究においても、後者の方法に

基づいて諸種の規律を観察することの必要

性が指摘されなかったわけではない。たとえ

ば、法律行為の解釈、契約の成立といった問

題を論じる際には、そうした観点からの考察

が不可欠であることが繰り返し指摘されて

いた。 

 わが国におけるこうした学術的背景を意

識したときに注目されるのは、フランス法に

おいて、「契約の司法化（judicialisation du 

contrat）」とも形容すべき学術的議論の動向

が――主流を形成するものとは決していえ

ないものの――存在し、「契約は、裁判官が

それを認めたから存在する」との観察が成り

立ち得るかという問題提起がなされてきた

ことである（A. LAUDE, Reconnaissance 

par le juge de l'existence du contrat, PUAM, 

1992）。こうした視点からわが国の議論を評

価することは、上記第二の分析方法に基づく

契約法理の考察を深化するために重要な意

味をもつ。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、「背景」覧記載の問題関心を基

礎として、日仏の研究動向を摂取したうえで、

その成果をわが国契約法の解釈論として展

開することを目的として進められた。より個

別的には、次の二つの目的を設定した。 

一つは、契約／非契約の限界づけのための

実体法上の理論的契機を探究することであ

る。これによって、他の債権発生原因との関

係において契約の特質を把握することが可

能となる。 

いま一つは、将来的な研究プログラムとし

て、法適用の過程をも視野に入れた契約法理

―契約訴訟（contentieux contractuel）論

とも形容すべき理論的・実践的問題――の分

析に着手するための機縁を獲得することで

ある。 

 

３．研究の方法 

 上記目的を達成するために、フランス法を

対象とした文献調査を遂行するとともに、フ

ランスにおける法学者・実務家との意見交換

の機会を求めた。それぞれの概要は、以下の

とおりである。 

(1) 文献調査の遂行 

 文献調査の対象としては、総論的な課題と

各論的な課題を設定した。すなわち、一方で、

総論的な課題としては、いわゆる法認識論

（épistémologie juridique）の成果を摂取す

ることを目指して、関連の諸文献を渉猟した。

他方で、各論的な課題としては、MALAURIE, 

AYNÈS et STOFFEL-MUNCK, Les 

bligations, 6e éd., 2013, pp. 211 et s.の分析

に示唆を得て、(a)ある合意が契約としての

法的効力を有し得るか否かの決定に関わる

問題（いわゆる「紳士協定」「徳義上の約束

（engagement d'honneur）」の問題）と、(b)

契約締結過程において取り交わされる諸種

の書面（広告、付属書類等）が「契約」とし

ての効力を有し得るか否かの決定に関わる

問題に焦点を当てることとした。 

(2) 国際的な意見交換 

 上記各課題につき、国外研究者との意見交

換を行うことにより、比較法研究を深化させ

ることを試みた。比較法研究に際しては、次

の二点を重視した。すなわち、一つは、フラ

ンス法に関する研究代表者の理解を表明し、

その当否について意見交換を行うこと。いま



一つは、言語化されにくい学術的背景や、法

的判断の過程を把握する際の方法論的視点

についての理解を得ること、である。これら

を遂行するために、(a)年１回の頻度で渡仏

し、現地研究者との面会・意見交換を行い、

研究報告および仏語論文執筆の機会を得る

とともに、(b)日本において開催される学術

報告等の通訳を担当する機会を積極的に求

め、これによって当該分野の知見を獲得し、

意見交換を行った。 

 

４．研究成果 

(1) 文献調査の遂行 

 上記３(1)(a)の課題については、合意の法

的拘束力の存否の認定をめぐって論じられ

てきた問題を考察した。こうした問題関心は、

今日、レター・オブ・インテントをはじめと

する契約交渉過程の中間的合意のような実

務的問題のなかに現れているが、この点に関

する理論的分析の淵源は、20 世紀初頭におけ

る自然債務論の転換に求められるのではな

いかとの知見を得た。しかし、それら各説が

提唱された背景や今日の議論との結びつき

等、研究の細部については、期間内に十分な

確証を得るには至らなかったため、なお成果

公表の準備を進めるには至っていない。 

 上記３(1)(b)の課題については、わが国に

おいて「意思表示の解釈」として論じられて

きた諸問題に着目し、大略次のような知見を

得た。 

①意思表示は、契約の構成要素であるが、

契約締結過程の行為によって成り立つもの

であり、かつ、各当事者の行為である点で、

契約そのものとは異なる規律の論理を有す

る。すなわち、行為」着目する「意思表示」

の解釈は、「契約」のそれにおけるとは異な

り、各当事者における契約締結過程の手続的

適正性の保障という要請を担い得ることと

なる。 

②意思表示の解釈における「本来的解釈」

と「規範的解釈」とは、契約内容を形成する

際の原理・法理上の根拠を異にする。すなわ

ち、本来的解釈の結果は、各々の意思の内容

が一致しているために、「両当事者の共通の

意図」をなすものとしてそのまま「規範」と

しての契約へと架橋される。これに対し、規

範的解釈においては「両当事者の共通の意

図」を問題とすることはできず、表意者の意

思表示にいかなる意味を与えるべきかが、契

約締結の態様に即して判断される。その意味

で、ここには、「契約」の解釈とは不連続な

――むしろ、合意の瑕疵と連続した――問題

が含まれている。 

③意思表示の規範的解釈は、契約内容の確

定方法であるとともに、契約締結過程におい

て、不適切な表示を行い、あるいは適切な表

示を怠ったことによって相手方の信頼を裏

切ったことにつき、契約内容の形成というか

たちでサンクションを課する機能をもつ。こ

の意味において、それは、契約締結過程にお

ける手続的適正性を保障する諸法理の一環

に位置づけられる。こうした理解は、理論上

可能であるのみならず、消費者契約をはじめ

として、契約締結過程そのものを適正化する

要請の高い法領域において、問題解決として

の有用性をもち得る。 

なお、以上の所見の詳細は、発表論文〔図

書〕欄記載の書籍において公表される予定で

ある。 

(2) 国際的な意見交換 

 まず、国外における研究報告として、2012

年９月に、パリ第２大学にて研究報告（La 

confiance légitime dans la phase 

précontractuelle）を行った。同報告は、上

記②のテーマについての私見を述べたもの

であり、これをめぐるフランス側参加者から

のコメントおよび質疑応答を通じて、種々の

教示を得ることができた。その成果は、日本

語およびフランス語において公表された（発

表論文覧１、５の文献）。 



 次に、論文・講演の翻訳として、①2011

年 11 月に、フィリップ・ストフェル－マン

ク教授（パリ第１大学）を招いた２つの講演

（「消費法の法典化」「フランス契約法と基本

権」）において通訳を行い、それぞれ翻訳と

して公表した（発表論文覧９、11、12 の文献）。

後者においては、契約法の基本権化という観

点から契約に対する司法的規制の特質を考

察する機縁を得ることができたと考えてい

る。また、②2013 年 1 月に、ミシェル・キ

ュマン教授（ケベック・ラヴァル大学）を招

いた講演（「英米法と大陸法における法のエ

ピステモロジー」）において通訳を行い、翻

訳として公表した（発表論文４の文献）。な

お、公表の具体的な予定はないものの、関連

テーマについて同教授が執筆した論稿をさ

らに２編翻訳した。以上の作業によって、法

認識論に関する若干の知見を得ることがで

きた。 
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